別表
認可外保育施設基準
	事　項
	内　　　　　容

	定員
	６人以上であること

	施設
	１　保育の用に供する部屋（以下「保育室」という。）は、１階で通風採光の良いものであること。ただし、耐火構造又は避難設備のある場合は２階であっても差し支えないこと。
２　保育室は専用とし、児童１人当たり１．６５㎡以上であること。
３　乳児の保育を行う場所は幼児の保育を行う場所と区画されていること。
４　便所には手洗い設備が設けられているとともに、保育室と区画されていること。
５　緊急時に利用できる電話があること。
６　消火用具、非常口その他非常災害に必要な設備を設け、非常災害に対する定期的な訓練を実施すること。
７　保育室を２階に設ける場合には、保育室その他幼児が出入りし、又は通行する場所に幼児の転落事故防止の設備が設けられていること。

	職員
	１　保育に従事する者の数は、児童福祉施設最低基準第３３条第２項によるものであること。この場合において少なくとも２人配置されていること。
２　保育に従事する者の３分の１（職員が２人の施設では１人）以上は、保育士、看護師又は准看護師の資格を有する者であること。

	開設日数
及び
保育時間
	施設の開設日数は月１６日以上とし、保育時間は１日８時間以上を原則とするものであること。

	経営形態
	次の事項に該当しないものであること。
１　自らの従業員の児童の保育を目的とした保育施設
２　企業に委託され、その企業の従業員の児童の保育を目的とした保育施設

	利用者に対する　書面交付
	次の事項について利用者に対する書面交付を実施していること。
１　設置者の氏名及び住所又は名称及び所在地
２　当該サービスの提供につき利用者が支払うべき額に関する事項
３　施設の名称及び所在地
４　施設の管理者の氏名及び住所
５　当該利用者に対し提供するサービスの内容
６　保育する乳幼児に関して契約している保険の種類、保険事故及び保険金額
７　提携する医療機関の名称、所在地及び提携内容
８　利用者からの苦情を受け付ける担当職員の氏名及び連絡先

	人権擁護
及　　び
通報義務
	児童の人権に十分に配慮するとともに、児童の身体及び保育中の様子並びに家族の態度等から虐待等不適切な養育が疑われる場合に、児童相談所等の専門的機関への通報体制を迅速かつ確実につくること。

	損害賠償
責任保険
	次による限度額以上の賠償責任保険に加入していること。
１　１回の事故につき、１億円

２　１人の事故につき、１千万円


